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研究成果の概要（和文）：本研究課題では、新規学卒就職者の「適応行動（プロアクティブ行動）」

が組織適応に対して、いかなる影響を及ぼすのかを実証的に明らかにすることを試みた。とり

わけ、企業施策の組織社会化戦術とプロアクティブ行動及び組織適応結果との関係を検討した。

分析の結果、組織社会化戦術が個人のプロアクティブ行動を高め、プロアクティブ行動によっ

て組織適応が高まることが示された。 
 
研究成果の概要（英文）：This study has attempted to empirically examine how newcomers’ 
proactive behaviors influence their adjustment to an organization. Especially, we focused 
on analyzing the relationships among organizational socialization tactics used by firms, 
newcomers’ proactive behaviors, and their organizational adjustment outcomes. Results 
indicated that organizational socialization tactics increase the level of newcomers’ 
proactive behaviors, which in turn promotes their adjustment to the organization. 
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１．研究開始当初の背景 
（1）近年、新規学卒就職者（以下、新規学
卒者）の組織社会化プロセスに関する研究が
関心の度を高めつつある。新規学卒者は入社
後、組織への社会化を行い、円滑に組織への
適応を果たすことが、キャリア発達上重要な
課題として位置づけられている。このような
中、組織社会化研究では、新規学卒者の組織
適応指標として個人の態度的概念に着目し、
組織社会化過程で新規学卒者の態度がどの

ように変容するのかの検討を行ってきた。す
なわち、組織適応（社会化）の結果指標とし
て考えられる組織コミットメントや職務満
足、転職意思などの新規学卒者の態度がいか
なる変容を示すかを組織社会化プロセスと
して捉え、種々の検討が行われてきた。 
 そのような中、とりわけ新規学卒者の組織
適応を促進する「組織」の役割に着目した検
討が多くの研究で行われてきている。具体的
には、新規参入者の組織への適応（社会化）

機関番号：32606 

研究種目：若手研究（B） 

研究期間：2009～2011   

課題番号：21730325 

研究課題名（和文）新規学卒就職者の組織社会化プロセスにおける個人の適応行動に関する実

証的研究                     

研究課題名（英文） Empirical Examinations of Newcomers’ Proactive Behaviors during 

Organizational Socialization Process. 

研究代表者  

竹内 倫和（Tomokazu Takeuchi） 

  学習院大学・経済学部・准教授 

 研究者番号：20418982 

 



 

 

を積極的に促進するための企業施策である
「 組 織 社 会 化 戦 術 （ organizational 
socialization tactics）」に焦点を当て、そ
れら企業施策が実際に新規学卒者の組織適
応にいかなる影響を及ぼしているのかを実
証的に検討している。 
 研究代表者もこれまで、新規学卒者を対象
とした縦断的調査を実施し、上記の企業によ
る組織社会化戦術と新規学卒者の組織適応
結果指標との関連を検討した。その結果、組
織社会化戦術を企業が行っているほど、新規
学卒者の入社後１年間の組織コミットメン
トやモティベーションが高まり、転職意思は
低くなることを明らかにした。 
 
（2）これまで行ってきた研究成果より、新
規学卒者の組織社会化プロセスに関する一
定の示唆を得ることができたが、他方新たな
研究視点に基づく検討の必要性が認められ
た。つまり、これまでの研究では、新規学卒
者の組織社会化プロセスを促進する要因と
して、「組織要因としての企業施策（組織社
会化戦術）」に焦点を当てた検討を行ってき
たが、新規学卒者自らが組織に適応するため
に行う「個人の適応行動（プロアクティブ行
動）」の検討についてはなされていない点で
ある。近年の組織社会化研究では、「個人の
適応行動（プロアクティブ行動）」が組織適
応にいかなる影響を及ぼすのかを解明する
研究が行われつつあり、組織社会化プロセス
における「個人の適応行動（プロアクティブ
行動）」の役割を明らかにする必要性が示唆
される。 
 
２．研究の目的 
 以上の背景を踏まえ、本研究では組織社会
化過程における新規学卒者による「個人の適
応行動（プロアクティブ行動）」が組織適応
にいかなる影響を及ぼすかを明らかにする
ことである。その際、企業の組織社会化戦術
との関連を視野に入れて、個人の適応行動と
組織社会化（組織適応結果）との関係を検討
することが学術上価値を持つといえる。 
 上述のとおり、新規学卒者の組織社会化プ
ロセスを促進する要因として、組織要因では
「企業の組織社会化戦術」、個人要因では「プ
ロアクティブ行動」がこれまでの研究におい
て指摘されているが、両者がいかなる関係に
あるのかについて、２つの考え方があり、必
ずしも統一的見解が得られていない。つまり、
一つは組織社会化戦術がプロアクティブ行
動を直接的に高めるという関係であり、もう
一つはプロアクティブ行動と組織適応結果
指標との関係を組織社会化戦術が調整する
という関係である。そこで、本研究ではこれ
まで必ずしも明らかになっていない「企業の
組織社会化戦術」と「個人の適応行動（プロ

アクティブ行動）」、「組織適応結果指標」と
の関係について、包括的に検討を行うことと
する。 
 
３．研究の方法 
 上記の目的を明らかにするために、本研究
課題では新規学卒者に対する定量的な実証
的検討を中心に行う。しかし、実証的検討を
行う前段階として、分析枠組み及び仮説の導
出を目的とした先行研究のレビューも重要
となる。そこで、研究期間 3年間の研究方法
として、（1）先行研究のレビューと（2）定
量的調査の実施を行った。 
 
（1）先行研究のレビュー 
 既存研究の文献検討を行うにあたり、組織
社会化研究の文献を中心としながらも、関連
領域である組織行動論、人的資源管理論、キ
ャリア論の先行研究についても積極的にレ
ビューを行った。 
 
（2）定量的調査の実施 
研究課題を明らかにするあたり、企業に入
社した新規学卒者を対象に、調査時期及び調
査期間の異なる以下の質問紙に基づく横断
的及び縦断的定量調査を実施した。 
①新規学卒者に対する入社直後段階での横
断的調査の実施：2009 年、2010 年、2011 年
入社の新規学卒者を対象に、入社直後段階で
の横断的な質問紙調査を実施した。 
②新規学卒者に対する新入社員研修前後で
の縦断的調査の実施：2009年、2010 年、2011
年入社の新規学卒者を対象に、新入社員研修
の前後に縦断的な質問紙調査を実施した。 
③新規学卒者に対する3ヶ月間隔の縦断的調
査の実施：2010年入社の新規学卒者に対する
入社直後から 3ヶ月間隔で計4回にわたる縦
断的な定量調査を実施した。 
 
４．研究成果 
 定量的調査に基づく分析結果から、本研究
では既存の組織社会化研究に対して以下の
ような前進を示したと考えられる。 
 
（1）新規参入者のプロアクティブ行動が組
織社会化戦術と組織適応結果との関係を完
全媒介している点が縦断的調査データによ
って確認されたことである。これまで、上記
3 概念間の関係性については、ほとんど検討
が行われていなかったが、唯一プロアクティ
ブ行動の媒介効果を報告している先行研究
では、様々な方法論上の問題点を抱えていた。
本研究では、それら方法論上の問題点に可能
な限り対処した上で検討を行い、組織社会化
戦術と組織適応結果との関係をプロアクテ
ィブ行動が媒介していることを明らかにし
た点で、プロアクティブ行動の媒介効果に関



 

 

する一般化の議論に対し、前進を示したとい
える。 
 
（2）組織社会化戦術が新規参入者のプロア
クティブ行動を促進することが明らかにな
った点である。これまで組織社会化戦術が組
織適応結果に効果的な影響を及ぼすことは
明らかになっていたが、それがなぜ有効なの
かについては、必ずしも十分な説明がなされ
てこなかった。今回の結果から、組織適応に
向けた新規参入者の自発的かつ能動的な意
欲や行動を刺激、促進することによって、組
織社会化戦術が効果を及ぼすことが明らか
になった。このことは、新規参入者の組織社
会化プロセスの解明に向けて意義のある結
果といえる。 
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